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表紙

2022年６月10日

株 主 各 位

上記の事項につきましては、法令並びに当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.snbl.co.jp/)に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。

株式会社　新 日 本 科 学

第49回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

（１）事業報告の「企業集団の現況に関する事項」のうち「主要な事業内容」、「主要な事業
所」

（２）事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」、「会計監査人の状況」

（３）事業報告の「会社の体制及び方針」のうち「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制」、「業務の適
正を確保するための体制の運用状況の概要」、「株式会社の支配に関する基本方針」

（４）連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

（５）連結計算書類の「連結注記表」

（６）計算書類の「株主資本等変動計算書」

（７）計算書類の「個別注記表」
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企業集団の現況に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項(2020年３月31日)

本店 鹿児島県鹿児島市
安全性研究所 鹿児島県鹿児島市
薬物代謝分析センター 和歌山県海南市
東京本社 東京都中央区
大阪支社 大阪市中央区
メディポリス指宿 鹿児島県指宿市

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

○ＣＲＯ（医薬品開発受託）事業
〇前臨床事業

製薬企業等の委託者により創製された被験物質について、実験動物や細胞・細菌を用いてその
有効性と安全性を確認する事業

○臨床事業
治験薬のヒトでの有効性と安全性を確認する事業

○トランスレーショナル リサーチ事業
経鼻投与製剤等の開発及び大学、バイオベンチャー、研究機関などにおける基礎研究から派生し
てくる有望なシーズ技術や新規物質を発掘して、医薬品などの評価・承認に必要な前臨床試験や
臨床試験を行いながら、基礎理論を臨床の場で実証することにより、付加価値を高めて事業化す
る事業

○メディポリス事業
メディポリス指宿（鹿児島県指宿市）において実施している環境やヘルスケアに配慮する社会的
事業

○その他事業
不動産事業等

(2) 主要な事業所（2022年３月31日現在）
①　当社の事業所

－ 1 －
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企業集団の現況に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項(2020年３月31日)

SNBL U.S.A., Ltd. 米国ワシントン州
SHIN NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES 
(CAMBODIA) LIMITED

カンボジア王国プノンペン都

㈱CLINICAL STUDY SUPPORT 愛知県名古屋市
㈱Gemseki 東京都中央区
㈱SNLD 東京都中央区
㈱メディポリスエナジー 鹿児島県指宿市
AMAFURU&Co.㈱ 鹿児島県鹿児島市

②　主要な子会社の事業所

２．会社の新株予約権等に関する事項（2022年３月31日現在）
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況
該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 2 －
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会計監査人の状況

①　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42,000千円
②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 42,000千円

３．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査及び金融商品取引法に基づく監査に対する報酬
の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には金融商品取
引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切である
かどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株
主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解
任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 会計監査人が現に業務の停止の処分を受け、その停止の期間を経過しない者であるときの、当該処
分に係る事項
　該当事項はありません。

(6) 会計監査人が過去２年間に業務の停止の処分を受けた者である場合における当該処分に係る事項の
うち、当社が事業報告の内容とすることが適切であるものと判断した事項
　該当事項はありません。

(7) 責任限定契約の内容の概要
　当社は会計監査人と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約は締結しておりません。

(8) 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有
する者も含む）が当社の子会社（重要なものに限る）の計算関係書類（これに相当するものを含む）
の監査をしている事実
　該当事項はありません。

(9) 当事業年度中に辞任した又は解任された会計監査人の氏名等
　該当事項はありません。

－ 3 －
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制、株式会社の支配に関する基本方針

４．会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保
するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ. 当社は、「新日本科学コンプライアンス行動指針」に基づき、取締役及び使用人が法令、定

款、社会規範等を遵守する体制の推進を図る。
ｂ. 当社が制定した「新日本科学コンプライアンス行動指針」を国内外の子会社全てに準用し、グ
ループ全体のコンプライアンス体制の強化を図る。

ｃ. 当社は、他の事業執行部門から独立した代表取締役社長直轄の組織として内部監査部門を設置
する。

ｄ. 法令上疑義のある行為について、取締役及び使用人が直接情報提供を行う手段として、内部通
報制度を整備する。

ｅ. 反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。その不当要求に対しては社内規程に則り組織全体で
毅然とした対応をとる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録、稟議書、各種契約書、その他業務の執行状況に関する文書は、社内規程（文書
管理規程、稟議規程等）に従い、適切に保存及び管理を行う。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ. リスク（コンプライアンス、財務、環境、自然災害、業務品質及び輸出入等）については、そ
れぞれ各担当部門ごとに規則・ガイドラインの整備、研修の実施、マニュアルの作成・配布等
を行う。

ｂ. リスクが顕在化し、重大な危機又は損害の発生が予測される場合は、取締役は速やかに取締役
会に報告する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ. 業務分掌規程及び職務権限規程に基づき社内ルールを設け、各担当部門、取締役及び使用人の
責任の明確化をする。

ｂ. 業務の執行にあたっては、稟議規程に従い必要な権限者の承認を得て実行する体制を整備す
る。

⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
ａ. 子会社のコンプライアンス体制及びリスク管理体制については、必要に応じて、親会社の各担
当部門が指導・監督し、また、関係会社管理規程に基づき、当社と子会社との取引を適正に行
う体制を整備する。

－ 4 －
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制、株式会社の支配に関する基本方針

ｂ. 子会社の運営方針の決定や重要な研究開発、設備投資、投融資等の意思決定にあたっては、経
営戦略会議において、事業戦略上の目的とリスクの状況を踏まえ充分な検討を行うものとす
る。

ｃ. 監査役及び内部監査部門は、必要に応じて子会社の監査及び調査を実施する。
ｄ. 子会社における当社の経営理念、行動規範の周知徹底に努め、子会社の法令順守、企業倫理の
徹底を図る。

ｅ. 子会社におけるコンプライアンス、財務、環境、自然災害、業務品質及び輸出入等のリスクを
管理し、そのリスクに対し的確に対応できる体制を整える。

ｆ. 子会社の取締役の職務執行について、必要に応じて当社への報告を求めるものとする。
ｇ. 子会社の業務の執行にあたっては、関連規程に従い必要な権限者の承認を得て実行する体制を
整備する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合には、取締役会と協議の上、設置するものと
する。
⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役からの指示の実効性の確保に関する
事項
ａ. 取締役は、前号の使用人の独立性に配慮し、当該使用人の任命、解雇、配転、人事異動その他
雇用条件に関する事項については、監査役会の同意を得た上、取締役会で決定する。

ｂ. 監査役より監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関して、取締役、内部監
査部門等の指揮命令を受けないものとする。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
ａ. 取締役は、法令等の違反行為、当社及び当社子会社の取締役及び使用人（これらの者から報告
を受けた者を含む。以下、本号において同じ。）が当社に著しい損害をおよぼすおそれのある
事実について、監査役へ報告する体制を整備する。報告の時期・方法については、監査役会と
協議により決定する。

ｂ. 当社は、当社の監査役へ報告を行った当社及び当社子会社の取締役及び使用人に対し、そのこ
とを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び当社子会社の取締役
及び使用人に周知徹底する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ. 監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対する個別のヒアリングなどを実施することがで
きるとともに、社外取締役、内部監査部門及び会計監査人と会合を持ち、意見を交換する。

ｂ. 監査役に、監査業務の必要に応じて弁護士、会計士等の専門家の助言を受ける機会を保障す
る。

－ 5 －
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制、株式会社の支配に関する基本方針

ｃ. 取締役は、監査役の適切な職務遂行のため、監査役と子会社の取締役・監査役との情報交換が
適切に行われるよう協力する。

ｄ. 監査役が職務を執行する上で必要な費用に関しては、速やかに当該費用の処理を行うものと
する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保
するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。
①　重要な会議の開催状況
　　当事業年度において、取締役会を20回開催し、各議案についての十分な審議や取締役の業務執
行状況についての報告が行われ、活発な意見交換がなされております。その他、経営戦略会議(原
則四半期に１回)、経営進捗会議(原則毎月１回)、経営理念会議(原則毎月１回)をそれぞれ開催し、
業務執行の適正性・効率性を確保しております。
②　コンプライアンス・リスク管理に関する取組
　　コンプライアンス意識の徹底を図るため、定期的に教育を実施しております。入社時に教育を実
施するほか、全社を対象に情報セキュリティ、コンプライアンスにかかる教育を実施しておりま
す。また、内部監査部門においては、法令、定款、社内規程等の遵守状況を監査項目に加え、会社
の業務が適切に行われていることを確認しております。リスク管理の観点からは、コンプライアン
ス違反行為等を把握するため内部通報制度を設けているほか、コンプライアンス違反行為等が発生
した場合には防止対策の策定、全社に向けた注意喚起を実施しております。
③　監査役の監査体制
　　当事業年度において監査役会を13回開催し、監査役会において定めた監査計画に基づいた監査
を実施しております。また、当事業年度において13回開催された取締役会への出席のほか、経営
戦略会議、経営進捗会議、経営理念会議への常勤監査役の出席を通じて、取締役による業務の執行
を監査しております。監査役会は、監査の実効性を高めるため、原則毎月１回代表取締役及び内部
監査部門と情報交換を行っております。また、内部監査の実施方法や内容について常勤監査役と内
部監査部門が意見交換を行っております。
④　財務報告に係る信頼性の確保に対する取組
　　当社グループは、財務報告の信頼性を確保し、適切な財務報告を開示するため財務報告に係る内
部統制基本規程を定め内部統制の構築、見直し及び改善等を行うとともに、その有効性を自ら評価
し、会社の健全化、効率化に努めております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、
特に定めておりません。

－ 6 －
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連結株主資本等変動計算書

　　　　　　　　　　　　（2021年４月１日から2022年３月31日まで）　　　　　　（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 9,679,070 2,306,771 3,854,474 △197 15,840,118
会計方針の変更による累
積的影響額 46,865 46,865
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 9,679,070 2,306,771 3,901,340 △197 15,886,984
当 期 変 動 額
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 7,127,629 7,127,629

剰 余 金 の 配 当 △832,640 △832,640

自 己 株 式 の 取 得 △49 △49
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － － 6,294,989 △49 6,294,939

当 期 末 残 高 9,679,070 2,306,771 10,196,329 △247 22,181,923

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 2,096,313 △2,201,981 △105,667 104,335 15,838,786
会計方針の変更による累
積的影響額 46,865
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 2,096,313 △2,201,981 △105,667 104,335 15,885,651
当 期 変 動 額
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 7,127,629

剰 余 金 の 配 当 △832,640
自 己 株 式 の 取 得 △49
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △1,925,545 △589,616 △2,515,161 57,675 △2,457,485

当 期 変 動 額 合 計 △1,925,545 △589,616 △2,515,161 57,675 3,837,453

当 期 末 残 高 170,768 △2,791,597 △2,620,829 162,011 19,723,105

連結株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　 結　 注　 記　 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　25社
連結子会社の名称

㈱新日本科学グループ
AMAFURU&Co.㈱
㈱CLINICAL STUDY SUPPORT
AXIS㈱
ＳＮＢＬアセットマネジメント㈱
Bhutan Fortune㈱
㈱メディポリスエナジー
ふれあい・ささえあい㈱
㈱メディポリス
㈱Gemseki
Gemseki投資事業有限責任組合
トランクソリューション㈱
㈱SNLD
Green Hydrogen㈱
㈱医光へルステクノロジーズ
㈲白尾建設
㈲谷山無線サービス
SNBL U.S.A., Ltd.
University Medicines International, LLC.
Ruika Therapeutics, Inc.
新日本科学（亜州）有限公司
SHIN NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES (CAMBODIA) LIMITED
ANGKOR PRIMATES CENTER INC.
TIAN HU (CAMBODIA) ANIMAL BREEDING RESEARCH CENTER Ltd.
FREESIA HD,INC.

　すべての子会社を連結しております。
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連結注記表

　Green Hydrogen㈱につきましては当連結会計年度において新たに設立したこと、㈱医光へルス
テクノロジーズ、㈲白尾建設、㈲谷山無線サービスにつきましては、当連結会計年度において出資
したことにより連結子会社に含めております。
　なお、当社及び当社100％連結子会社である新日本科学（亜州）有限公司（以下「SNBL 
ASIA」）は、2021年４月７日開催の取締役会決議に基づき、SNBL ASIAの100％子会社である肇慶
創薬生物科技有限公司の既存持分の譲渡及び第三者割当増資を実施したため、連結子会社から持分
法適用関連会社へ変更しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数　４社
持分法適用の関連会社の名称

㈱新日本科学PPD
JRMPC㈱
㈱NANA
肇慶創薬生物科技有限公司
　㈱新日本科学PPD及び肇慶創薬生物科技有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類作
成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日の３月31日
までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち㈱Gemseki、Gemseki投資事業有限責任組合、SNBL U.S.A., Ltd.、University 
Medicines International, LLC.、Ruika Therapeutics, Inc.、新日本科学（亜州）有限公司、SHIN 
NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES (CAMBODIA) LIMITED 、ANGKOR PRIMATES 
CENTER INC.、TIAN HU (CAMBODIA) ANIMAL BREEDING RESEARCH CENTER Ltd.及び
FREESIA HD,INC.の決算日は12月31日、トランクソリューション㈱の決算日は２月28日です。ま
た、㈲白尾建設、㈲谷山無線サービスの決算日は５月31日です。
　連結計算書類作成に当たっては、㈱Gemseki、㈲白尾建設、㈲谷山無線サービス及びSNBL 
U.S.A., Ltd.以外の連結子会社については上記各決算日現在の計算書類を使用しております。㈲白尾建
設及び㈲谷山無線サービスについては２月28日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用して
おります。ただし、上記各決算日及び仮決算日翌日から連結決算日３月31日までの期間に発生した
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。㈱Gemseki及びSNBL U.S.A., Ltd.に
ついては、より適切な経営情報の把握及び連結計算書類の開示を行うため、連結決算日現在で実施し
た仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

有形固定資産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用
しております。
ただし、当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、㈱メディポリスエナジーは定額法によっております。

無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は社内における利用可能期間(３年～５年)に基づく定額法を採用して
おります。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

棚卸資産

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

－ 10 －
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(4) 連結計算書類作成の基礎
となった連結会社の計算
書類の作成に当たって採
用した重要な外貨建の資
産又は負債の本邦通貨へ
の換算の基準

外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会
社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上してお
ります。

(3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。
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(5) 収益及び費用の計上基準
当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する
(1) CRO事業
受託研究
　主として細胞・実験動物等を用いて医薬品等の化学物質の有効性と安全性を確認する前臨床試験
を受託する前臨床事業を行っており、国内外の製薬企業等を顧客としております。
　主に受託研究試験の役務提供を履行義務として識別しており、原則として、最終報告書が完成し
た時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね３ヶ月以内
に回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。
(2) メディポリス事業
売電事業
　再生可能エネルギーを活用した発電事業を行っており、国内の企業を顧客としております。
　発電した電力を顧客に供給することを履行義務として識別しており、電力を供給した時点で履行
義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
宿泊サービス
　人々の健康の実現（Well-being）をメインコンセプトとしたホテル宿泊施設の運営を行ってお
り、国内外からの利用者を顧客としております。
　日々の顧客へのサービス提供を履行義務として識別しており、サービス提供した時点で履行義務
が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
１．収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　これにより、従来は複数の履行義務により構成される契約については、契約に含まれるすべての履行義
務を充足した時点で収益を認識しておりましたが、契約に複数の履行義務が含まれる場合には履行義務ご
とに充足した時点で収益を認識する処理に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い
に従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当
連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　なお、収益認識会計基準等の適用による、当連結会計年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響は軽
微であります。
　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示
していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表
示することといたしました。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会
計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結
財務諸表に与える影響はありません。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 19,578,534千円

255,892千円

建物及び構築物 1,472,227千円
機械装置及び運搬具 535,955千円
器具及び備品 882千円
土地 373,404千円

長期借入金 2,324,000千円

商品及び製品 368,855千円
仕掛品 3,683,685千円
原材料及び貯蔵品 306,879千円

（連結貸借対照表に関する注記）

２．有形固定資産及び無形固定資産の補助金・奨励金等による圧縮記帳累計額

３．担保に供している資産

担保に係る債務の金額

（注）　長期借入金には、一年以内返済予定の長期借入金も含まれております。

４．棚卸資産の内訳

５．財務制限条項
当社の子会社である㈱メディポリスエナジーが金融機関数社と締結しているシンジケートローン契約

の財務制限条項は次のとおりです。
　2013年９月26日契約（当連結会計年度末残高 728,000千円）

①　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される貸借対照表における純資産の部
の金額を、直前の事業年度の末日の貸借対照表における純資産の金額の70％以上に維持するこ
と。ただし、地熱発電事業開始１期目（2015年３月期決算）を基準に2016年３月期から適用と
する。

②　地熱発電事業開始２期目（2016年３月期決算）以降の各決算期時点の｢ＤＳＣＲ(元利金支払前
キャッシュ・フロー／貸付にかかる元利金支払額)｣について1.1以上を維持すること。これを下回
るおそれが判明した場合でも、親会社間取引にて調整することにより、1.1以上を維持するよう法
令上及び実務上合理的な範囲で最大限努力すること。当該取組みにおいてもこれを下回ることが判
明した場合、直ちにその旨をエージェントに通知し、改善計画を提出の上、貸付人の承諾を得るこ
と。
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場所 用途 種類

鹿児島県鹿児島市 研究開発用資産 器具及び備品、ソフトウェア

鹿児島県大島郡和泊町 研究開発用資産 建物、構築物、機械装置、建設仮勘定

鹿児島県指宿市 発電用資産 建設仮勘定

鹿児島県指宿市 宿泊用資産 建物及び建物附属設備、構築物、機械装置、器具及
び備品、ソフトウェア

鹿児島県指宿市 農業用資産 建物附属設備、機械装置

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしまし
た。

　当社グループは、原則として事業の区分を基に、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の
単位にて資産のグルーピングを行っており、売却予定資産等については個別に資産のグルーピングを行
っております。
　研究開発用資産につきましては、収益性の低下により投資額の回収見込みがなくなったため、当該資
産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（25,050千円）として特別
損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物5,820千円、機械装置456千円、器具及び備品
18,285千円、ソフトウェア218千円、建設仮勘定269千円であります。
　発電用資産につきましては、収益性の低下により投資額の回収見込みがなくなったため、当該資産グ
ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（110,010千円）として特別損
失に計上いたしました。
　宿泊用資産につきましては、収益性の低下により投資額の回収見込みがなくなったため、当該資産グ
ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（55,029千円）として特別損失
に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物54,070千円、機械装置155千円、器具及び備品
763千円、ソフトウェア39千円であります。
　農業用資産につきましては、収益性の低下により投資額の回収見込みがなくなったため、当該資産グ
ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（35,129千円）として特別損失
に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物19,179千円、機械装置15,950千円であります。
なお、研究開発用資産グループ、発電用資産グループ並びに農業用資産グループの回収可能価額は使用
価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため回収可能価
額は零として評価しております。宿泊用資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定してお
り、不動産鑑定評価額により評価しております。

－ 15 －



2022/05/30 15:28:05 / 21825710_株式会社新日本科学_招集通知：Web開示

連結注記表

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 41,632,400 － － 41,632,400

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 358 32 － 390

決 議 日 株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年５月27日
定時取締役会 普通株式 利益剰余金 832,640千円 20.0円 2021年３月31日 2021年６月30日

決 議 予 定 株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年５月27日
定時取締役会 普通株式 利益剰余金 1,665,280千円 40.0円 2022年３月31日 2022年６月29日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

３．配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円）(*) 時価（千円）(*) 差額（千円）

(1）投資有価証券(*2) 3,197,747 3,197,747 －

資産計 3,197,747 3,197,747 －

(1) 長期借入金(*3) (8,735,686) (8,795,800) (60,113)

(2) リース債務 (529,324) (564,286) (34,961)

負債計 (9,265,011) (9,360,086) (95,074)

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金及び長
期的な設備投資資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、借入金の金利及び為替の
変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の
株式であり、把握された時価が取締役会に報告されております。
　長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒さ
れておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理して
おります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
当連結会計年度（2022年３月31日）

(*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
(*1）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」及び「短期借入金」につ
いては、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。「有価証券」は外貨MMFであり、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似す
るものであることから、記載を省略しております。
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連結注記表

区分 当連結会計年度（千円）
非上場株式・関係会社株式 3,882,319

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
　株式 3,197,747 － － 3,197,747
資産計 3,197,747 － － 3,197,747

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － (8,795,800) － (8,795,800)
リース債務 － (564,286) － (564,286)
負債計 － (9,360,086) － (9,360,086)

(*2) 市場価格のない株式等は「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借
対照表計上額は以下のとおりであります。

(*3)1年以内返済長期借入金を含んでおります。
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

(2） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
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連結注記表

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）
3,768,236 9,450,053

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、鹿児島県及び米国において、賃貸用の不動産を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

(注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

２. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額又
は、適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく金額をもって時価としております。
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連結注記表

報告セグメント
その他

（注）
合計

ＣＲＯ事業
トランスレー
　ショナル
　リサーチ
　 事業

メディポリス
事業 計

受託研究 16,031,490 － － 16,031,490 － 16,031,490

売電 － － 433,275 433,275 － 433,275

宿泊サービス － － 94,759 94,759 － 94,759

その他 442,082 12,062 － 454,145 217,249 671,395

顧客との契約か

ら生じる収益
16,473,573 12,062 528,035 17,013,671 217,249 17,230,920

その他の収益 470,340 － － 470,340 47,221 517,561

外部顧客への売

上高
16,943,913 12,062 528,035 17,484,011 264,470 17,748,482

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

　当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んで
おります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
４．会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,867,687

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,379,570

契約資産（期首残高） 605,422

契約資産（期末残高） 645,251

契約負債（期首残高） 5,308,095

契約負債（期末残高） 6,923,638

当連結会計年度（千円）

1年以内 13,568,538

1年超2年以内 4,776,704

2年超3年以内 1,016,970

3年超 361,947

合計 19,724,160

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、(主な顧客)との（サービスの内容）契約について、期末日時点で完了しているが未請求
の履行義務の内容に係る対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。
　契約負債は、(主な顧客)との（サービスの内容）契約について期末日時点で完了していない履行義務
の対価を顧客から受け取ったものであります。
　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、4,134,124
千円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりでありま
す。
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（企業結合等に関する注記）
事業分離

　当社及び当社100％連結子会社である新日本科学（亜州）有限公司（以下「SNBL ASIA」）は、2021
年４月７日開催の取締役会決議に基づき、SNBL ASIAの100％子会社である肇慶創薬生物科技有限公司
（以下「SNBL CHINA」）の既存持分の譲渡及び第三者割当増資を実施しました。その結果、康龍化成
（北京）新薬技術股份有限公司（以下、「Pharmaron Group」）がSNBL CHINAの持分の50.01％を保
有することとなりました。
１．事業分離の概要

(1）分離先企業の名称
Pharmaron Group

(2）分離した事業の内容
SNBL CHINAの実験動物の繁殖・飼育・検疫事業

(3）事業分離を行った主な理由
　当社は、2003年にSNBL CHINAを設立して以来、18年間にわたり中国国内にて実験動物の繁殖・
飼育・検疫事業を行ってまいりました。当該施設は、科学における動物の人道的な管理を促進する国
際的な権威ある民間非政府団体(AAALAC International）からも認証されており、実験動物の適正な
管理を行っている施設の一つです。
　中国国内をはじめとする世界の医薬品前臨床試験が活発化していることに対応するため、試験に必
要とされる適正管理された実験動物の急速な需要増加を満たすことが経営課題となっております。
SNBL CHINAが保有する遊休地を活用した事業拡張も含め、中国国内における繁殖事業の最適な事業
体制の構築が必要とされる中、当社の米国における臨床事業の合弁パートナーとして実績のある
Pharmaron Groupより協働に関する提案がありました。双方で協議を重ねた結果、SNBL CHINAを
合弁会社として運営していくことが最適であるとの結論に至りました。

(4）事業分離日
2021年５月24日

(5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項
　現金を対価とするSNBL CHINA持分のPharmaron Groupへの譲渡及びPharmaron Groupによる
SNBL CHINAが実施する第三者割当増資の引受
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株式売却益 1,038,179千円
持分変動利益 322,435
合計 1,360,614

流動資産 276,575千円
固定資産 490,386
資産合計 766,962
流動負債 56,913
固定負債 348,737
負債合計 405,651

売上高 －千円
営業損失 38,842

２．実施した会計処理の概要
(1）移転損益の金額

(2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

(3）会計処理
　「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 2013年９月13日）および「企業結合会計
基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16
日）に基づき処理しております。

３．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称
ＣＲＯ事業

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概要
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１．１株当たり純資産額 469円85銭

２．１株当たり当期純利益 171円20銭

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 7,127,629
普通株主に帰属しない金額（千円） －
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 7,127,629
普通株式の期中平均株式数（千株） 41,632

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 24 －



2022/05/30 15:28:05 / 21825710_株式会社新日本科学_招集通知：Web開示

株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 9,679,070 33,305 2,270,251 2,303,557

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得
剰 余 金 の 配 当 に 伴 う
利 益 準 備 金 の 積 立 て
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 9,679,070 33,305 2,270,251 2,303,557

（単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金
自己株式 株主資本合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 8,600 2,858,919 2,867,519 △197 14,849,949

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △832,640 △832,640 △832,640

当 期 純 利 益 5,247,661 5,247,661 5,247,661

自 己 株 式 の 取 得 △49 △49
剰 余 金 の 配 当 に 伴 う
利 益 準 備 金 の 積 立 て 83,264 △83,264 － －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 83,264 4,331,756 4,415,020 △49 4,414,970

当 期 末 残 高 91,864 7,190,676 7,282,540 △247 19,264,920

株主資本等変動計算書
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株主資本等変動計算書

（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,896,498 1,896,498 16,746,447

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △832,640

当 期 純 利 益 5,247,661

自 己 株 式 の 取 得 △49
剰 余 金 の 配 当 に 伴 う
利 益 準 備 金 の 積 立 て －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △1,309,618 △1,309,618 △1,309,618

当 期 変 動 額 合 計 △1,309,618 △1,309,618 3,105,351

当 期 末 残 高 586,879 586,879 19,851,799

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
(2) その他有価証券

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(1) 商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

(2) 原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

(3) 仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

(4) 貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

(1) 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法によっております。

(2) 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

(4) 長期前払費用 均等償却によっております。

個　 別　 注　 記　 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

３．固定資産の減価償却の方法

－ 27 －



2022/05/30 15:28:05 / 21825710_株式会社新日本科学_招集通知：Web開示

個別注記表

４．引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
当社は、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する
(1) CRO事業
受託研究
　主として細胞・実験動物等を用いて医薬品等の化学物質の有効性と安全性を確認する前臨床試験
を受託する前臨床事業を行っており、国内外の製薬企業等を顧客としております。
　主に受託研究試験の役務提供を履行義務として識別しており、原則として、最終報告書が完成し
た時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね３ヶ月以内
に回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。
(2) メディポリス事業
宿泊サービス
　人々の健康の実現（Well-being）をメインコンセプトとしたホテル宿泊施設の運営を行ってお
り、国内外からの利用者を顧客としております。
　日々の顧客へのサービス提供を履行義務として識別しており、サービス提供した時点で履行義務
が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

－ 28 －
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（会計方針の変更に関する注記）
１．収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　これにより、従来は複数の履行義務により構成される契約については、契約に含まれるすべての履行義
務を充足した時点で収益を認識しておりましたが、契約に複数の履行義務が含まれる場合には履行義務ご
とに充足した時点で収益を認識する処理に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い
に従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業
年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　なお、収益認識会計基準等の適用による、当事業年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響はありま
せん。
　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた
「受取手形及び売掛金」は、当事業年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することと
いたしました。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる当事業年
度の財務諸表に与える影響はありません。

－ 29 －
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１．関係会社に対する短期金銭債権 183,998千円
関係会社に対する長期金銭債権 12,168,662千円
関係会社に対する短期金銭債務 351,534千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 14,710,090千円

255,892千円

建物 1,246,907千円
構築物 82,808千円
土地 304,005千円

長期借入金 1,500,000千円

商品及び製品 375,619千円
仕掛品 3,537,223千円
原材料及び貯蔵品 210,599千円

売上高 435,984千円
仕入高及び外注費 719,827千円
販売費及び一般管理費 478,552千円
営業取引以外の取引高 1,050,782千円

（貸借対照表に関する注記）

３．有形固定資産及び無形固定資産の補助金・奨励金等による圧縮記帳累計額

４．担保に供している資産

担保に係る債務の金額

（注）　長期借入金には、一年以内返済予定の長期借入金も含まれております。

５．棚卸資産の内訳

（損益計算書に関する注記）
関係会社との間の取引

－ 30 －
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株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 358 32 － 390

貸倒引当金繰入限度超過額 159,924千円
棚卸資産評価減否認 131,788千円
投資有価証券評価損否認 65,765千円
事業分離における移転利益 654,103千円
関係会社株式評価損否認 3,007,779千円
未払費用否認 376,681千円
繰越欠損金 263,561千円
減損損失否認 441,728千円
その他 79,141千円
繰延税金資産小計 5,180,476千円
評価性引当額 △4,321,536千円

繰延税金資産合計 858,939千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 912千円
その他有価証券評価差額金 62,033千円

繰延税金負債合計 62,945千円
繰延税金資産の純額 795,993千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

（税効果会計に関する注記）
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

－ 31 －
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属性 会社等の名称
議決権の所
有 ( 被
所有)割合

関係内容 取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

連結
子会社

SNBL U.S.A., Ltd.
所有
直接
100％

役員4名
従業員１名 ―

利息の受
取 49,332 未収入金 25,139

貸付金の
返済 194,487 長期貸付金 10,282,440

新日本科学
(亜州)有限公司

所有
直接
100％

役員3名 半製品の
仕入

利息の受
取 17,677 未収入金 ―

貸付金の
返済 1,040,440 長期貸付金 ―

㈱新日本科学グループ
所有
直接
100％

役員6名
従業員4名

事務業務
等の委託

貸付金の
返済 200,000 長期貸付金 400,000

ＳＮＢＬアセット
マネジメント㈱

所有
直接
100％

役員２名
従業員２名

不動産の
賃借

貸付金の
返済 102,000 長期貸付金 750,000

（関連当事者との取引に関する注記）
　関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付については、市場金利や財政状況等を勘案して双方合意の上、利率を決定しております。
なお、担保の被提供はありません。

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（収益認識に関する注
記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

－ 32 －
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１．１株当たり純資産額 476円84銭

２．１株当たり当期純利益 126円05銭

当期純利益（千円） 5,247,661
普通株主に帰属しない金額（千円） －
普通株式に係る当期純利益（千円） 5,247,661
普通株式の期中平均株式数（千株） 41,632

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 33 －


